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○北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金交付要綱 

平成１９年３月２６日 

告示第１６号 

改正 平成１９年９月１１日告示第５２号 

平成２３年３月２５日告示第２７号 

平成３０年３月３０日告示第４１号 

（趣旨） 

第１条 市長は、野生鳥獣による農林産物及び人畜への被害防止を図るため、地域

が行う被害防止活動に対し、北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金

（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付するものとし、その交付につ

いては北杜市補助金等交付規則（平成１６年北杜市規則第５１号）の定めによる

もののほか、この告示の定めるところによる。 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は、行政区又は農事組合等の団体とする。 

（交付対象事業） 

第３条 補助金の交付対象事業は、地域が一丸となって取り組む次の各号に掲げる

ものとし、その経費の内訳は別表のとおりとする。 

（１） 野生鳥獣の追い上げ、追い払いなどを発展的に継続して行う事業 

（２） 野生鳥獣が近づきにくい環境づくりを行う事業 

（３） 野生鳥獣害対策を講じるための調査研究事業 

（４） 鳥獣駆逐用煙火手帳の取得を行う事業 

（５） 有害鳥獣捕獲者の確保及び育成を行う事業 

（６） 有害鳥獣に対し迅速な捕獲を行う事業 

（７） 先進的に取り組むモデル的事業（特認事業） 

（８） その他市長が必要と認める事業 

（補助率等） 

第４条 補助金の限度額及び補助率は、別表のとおりとする。 

２ 前条第１号、第２号、第３号及び第８条に掲げる事業に補助金を交付する期間

は５年間とする。ただし、事業の内容により市長が特に必要と認めたものについ
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ては、この限りでない。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援

事業費補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その

内容を審査の上、適正と認められるときは補助金の交付決定を行い、北杜市鳥獣

害に強い地域づくり支援事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請

者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

（申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前条

の規定による通知に係る補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に対し

て不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、その交付決定

を受けた日から１０日以内に北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金に

係る補助事業の取下げ申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

（補助事業の内容又は経費の配分の変更） 

第８条 補助事業者は、補助事業（補助金の交付の対象となる事業をいう。以下同

じ。）の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ北杜市鳥

獣害に強い地域づくり支援事業費補助金に係る補助事業の内容（経費配分）の変

更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならな

い。ただし、補助金の交付対象となる各経費間において、いずれか低い額の概ね

２０％以内の経費の配分の変更についてはこの限りでない。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ

北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金に係る補助事業の中止（廃止）

承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は補助事業が完了したときは、その日から１０日を経過した
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日又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、北杜市鳥獣害に強い地域づく

り支援事業費補助金に係る補助事業実績報告書（様式第６号）を市長に提出しな

ければならない。 

（補助金の返還等） 

第１１条 補助金の交付決定を受け又は補助金の交付を受けた者が、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、市長は補助金の交付を取り消し又は補助金の全部若し

くは一部の返還を命ずることができる。 

（１） この告示に違反したとき。 

（２） 事業が不適当と認められるとき。 

（３） 補助金交付の条件に違反し、これに基づく市長の処分に従わないとき。 

（額の確定及び補助金の支払） 

第１２条 市長は、第１０条に規定する実績報告書を受けたときは、その内容を検

査し、補助金を交付すべきものと認める場合は、補助金の額を確定し、速やかに

北杜市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金額確定通知書（様式第７号）に

より補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助金は、前項の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち支払うもの

とする。ただし、補助金の交付決定後に必要があると認められる経費について

は、概算払いをすることができる。 

３ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、北杜

市鳥獣害に強い地域づくり支援事業費補助金精算（概算）払請求書（様式第８

号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の経理等） 

第１３条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証

拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日に属する会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

附 則 

この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年９月１１日告示第５２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成２３年３月２５日告示第２７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日において現にこの告示による改正前の告示（以下「旧告示」という。）

第１２条の規定により補助金の交付を受けている旧告示第３条第１号から第４号

までに規定する補助金の交付対象事業に係る補助金の交付期間は、第４条第２項

本文の規定にかかわらず、同項本文に規定する期間から施行日前に既に経過して

いる旧告示の規定による補助金の交付対象事業の交付期間を控除した期間とす

る。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第４１号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 

補助対象事業の区分 補助対象経費 事業実施

年次 

限度額及び補助

率 

1 野生鳥獣の追上

げ、追払い等を発

展的に継続して行

う事業 

2 野生鳥獣が近づ

きにくい環境づく

りを行う事業 

3 野生鳥獣害対策

を講じるための調

査研究事業 

(1) 効果的な自主防除に取り組

むための会議等の開催経費 

(2) 追上げ、追払い等に使用す

る消耗品等 

(3) 耕作放棄地及び森林の管

理、放棄作物の処分等環境整備

のための燃料代、機器の購入費

用及び使用料、消耗品、委託料

等 

(4) テレメトリー受信機等調査

機器の購入費用及び使用料 

1年次 限度額 

75,000円

補助率 

75パーセント以

内 

2年次～5

年次 

限度額 

50,000円

補助率 

50パーセント以

内 

4 鳥獣駆逐用煙火

手帳を取得する事

北杜市民が、鳥獣駆逐用煙火手帳

を新規取得又は再取得する際の鳥

 2,000円
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業 獣駆逐用煙火講習会受講料。ただ

し、再取得は、新規取得又は前回

の再取得の5年後に取得する場合

に限る。 

5 有害鳥獣捕獲者

の確保及び育成を

行う事業 

北杜市民が、新規に第1種銃猟又

はわな猟の免許取得後、猟友会に

加入し、有害鳥獣駆除等に従事す

る場合に行う左記の事業であっ

て、次の各号に掲げる経費 

(1) （社）山梨県猟友会が狩猟

試験のために行う狩猟セミナー

の受講料 

(2) 狩猟免許申請手数料 

(3) 銃砲刀剣類所持許可申請手

数料 

(4) 猟銃等取扱講習会手数料 

(5) 射撃教習資格認定申請手数

料 

(6) 教習射撃受講料 

 限度額 

第1種猟銃(1)

～(6) 

30,000円 

わな猟(1)(2) 

5,000円 

補助率 

50パーセント以

内 

6 有害鳥獣に対し

迅速な捕獲を行う

事業 

くくりワナ購入費 1地区1基／年  限度額 

5,000円

補助率 

50パーセント以

内 

7 先進的に取り組

むモデル的事業

（特認事業） 

市長が必要と認める経費  限度額 

300,000円

補助率 

75パーセント以

内 
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ただし、県補助

金がある場合

は、算定した補

助金額から県補

助額を差し引い

た額とする。 

8 その他市長が必

要と認める事業 

市長が必要と認める経費  限度額 

50,000円

補助率 

50パーセント以

内 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第１２条関係） 

 


